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Ⅰ．は じ め に
財政制度の基本は租税制度であり，租税制度は歴史的かつ社会経済的な産物でもある。このため，
各時代の社会経済情勢の変化に応じて，財政制度全般が変容を余儀なくされるとともに，租税制度も
その変革が求められる。事実，戦後の租税制度は社会経済情勢の変化に対応して，累次にわたって改
革が実施されてきた。現在でも，財政健全化のための一応の目途を早期につけるために，財政制度全
般を抜本的に見直し，歳出・歳入両面での一体改革を目指す議論が活発に行われている。具体的に
は，財政悪化に歯止めをかけるため，２０１０年代の初頭に財政健全化指標の一つであるプライマリー・
バランス（基礎的財政収支）を黒字化する必要があり，そのためには歳出削減だけでは限界であり，
増税，例えば消費税率の引上げはやむを得ないとの見方が拡がっている。また，この消費税率の引上
げによる財源は少子高齢化の進展に伴い急増すると見込まれる社会保障費に充当すべきであるとい
う，消費税の「福祉目的税化」の議論もある。
ところで，わが国で財政事情が極端に悪化している主因はバブル崩壊以降の景気悪化に伴う税収の
落込みや累次にわたる景気対策に加えて，少子高齢化の進展に伴う社会保障費の増加をはじめとした
歳出規模の大きさに比較して租税負担の規模が相対的に小さいことが挙げられる。例えば，わが国の
租税負担率を他の主要先進国と比較してみると，わが国はアメリカと同様に低い水準にある。これは
現在世代が政府から提供された便益の大きさに応じた租税負担を行わず，巨額な財政赤字という形で
将来世代にその負担を先送りしているからである。今後，少子高齢化が一層進展すれば，社会保障費
が急増することは間違いなく，それに応じて租税負担の更なる上昇は不可避であると考えられる。と
りわけ，主要先進国の中でも税率が低く，安定的な財源が見込まれる消費税は増税の対象になりやす
い。しかし，所得税１が税負担の累進性という租税の所得再分配機能を強く持っているのに対して，
消費税には税負担の逆進性という所得再分配機能を弱める働きがある。所得格差に関する議論２が高
まっている中で，家計への影響力が大きい所得税と消費税の所得再分配機能をどのように考えるべき
であろうか。
１ 本稿で使用する所得税は個人所得税，特に，給与所得税（勤労所得税）という狭義の意味である。このため，利子所
得や配当所得などに課される資産性所得税のほか，法人所得税や個人住民税などの地方税は含めていない。また，税制
では和暦表示が一般的であるが，西暦表示にした。さらに，原則として暦年表示とした。
２ 例えば，橘木俊詔（１９９８），大竹文雄（２００５）。
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以下では，総務省（旧総務庁）の『家計調査』の中の「勤め先収入」（給与（勤労）所得３，勤労者
世帯）における所得格差と租税負担率に焦点を当てることで，戦後の所得税や消費税における所得再
分配機能を検証したものである。この所得再分配機能の検証結果を踏まえたうえで，戦後の税制改
革，とりわけ現行の所得税制を形成したと考えられる１９８０年代の抜本的な税制改革（租税政策）の背
景を概観することによって，今後の税制改革の視点を提供したい４。
Ⅱ．わが国の所得格差の実態と租税負担率の推移
１．戦後の所得格差と所得再分配機能
ここにきて，生活保護世帯数が１００万世帯を超える一方で，高額所得者の増加が報じられるなど，
所得格差の議論５が活発に行われている。
まず，所得格差（不平等度）の国際比較をしてみる。表１は，OECDが発表した所得不平等度（ジ
ニ係数で計測，１９９５年）の調査結果である。これによると，わが国はアメリカと並んで所得の不平等
度の改善度合いが最も低位なグループに属している。これは，租税や社会保障移転による所得再分配
効果が他の主要先進国に比較して弱いことを意味している。
一方，スウェーデン，ベルギー及びフィンランドといった国々の所得不平等度の改善度合いはわが
国やアメリカの２倍，あるいはそれ以上となっている。当初所得の段階（租税前及び所得移転前）で
所得格差の大きいこれらの国々では，所得再分配という財政介入を通じて所得分布の平準化が図られ
ていることが伺われる。また，中位のグループに属するフランス，オランダ，ドイツなどの国々で
も，ジニ係数の改善度合いはわが国の１．５倍から２倍程度となっており，西欧諸国では一般的に財政
介入の度合いが強い。
もっとも，所得不平等の改善度合いという統計データを見るにあたって留意しなければならない点
は，わが国は当初所得段階でのジニ係数の水準が他の主要先進国の中で最も小さい，つまり相対的に
所得格差が小さいという事実である。このため，所得不平等度の改善度合いが，アメリカと同じく低
位のグループに属しているといっても，わが国の再分配後の所得格差はアメリカに比較してかなり小
さいのが実情である。わが国の所得再分配後のジニ係数の水準は上記の主要先進１０ヵ国の中で判断す
るかぎり，フィンランド，スウェーデン，フランス，オランダに次いで５番目に小さいことから，わ
が国の社会はほぼ真ん中に位置する格差社会であるといえよう。
次に，わが国における所得格差是正のための方策を租税（国税と地方税の合計）と社会保障移転に
よる再分配効果にそれぞれ分解して，これらを時系列にみてみる（表２）６。
３ わが国では，約５，２７１万人が給与所得者として所得税の対象となっている（２００４年）。
４ 税制改革あるいは税制のあり方を考えるにあたっては，税制のあるべき姿を租税論からアプローチする方法もある
が，本稿では現行税制が抱える問題点の短期的な修正という意味で考察している。
５ わが国の家計は他の主要先進国に比較して，資産ストックの方が所得フローよりも格差が総じて大きいとしている。
例えば，太田清（２００３）。
６ 表１と表２のジニ係数は所得基準や算定方法などが相違しているため，両者を単純に比較することはできない。
２８８ 平 野 正 樹
－２－
これによると，本統計が開始された６０年代後半から７０年代にかけて，再分配前の当初所得のジニ係
数（世帯ベース）にはそれほど大きな変化はない。このため，世帯間の当初所得に係る格差はほとん
ど拡大も縮小もしていなかったと考えられる。また，財政介入（租税と社会保障移転）による再分配
係数をみると，この係数は急速に低下している。７０年代にかけて，所得再分配効果が弱体化している
のが分かる。これは，租税の所得再分配効果がほとんど変化していないにもかかわらず，社会保障移
転による所得再分配効果が急低下したためである。
しかし，８０年代以降，再分配前（当初所得）のジニ係数は緩やかに上昇している。このため，世帯
間の所得格差は徐々に拡大傾向にあるのが分かる。また，再分配係数も急速に上昇していることか
ら，所得再分配効果は逆に強まっている。これは弱体化しつつある租税による所得再分配効果以上
に，社会保障移転による所得再分配効果が強まっているからである。
これまで，租税の所得再分配効果を厚生労働省（旧厚生省）の『所得再分配調査』でみてきたが，
別の統計である総務省『家計調査』で詳細に確認してみよう。
表３は，総務省の『家計調査年報』７を使って，勤め先収入（年間収入五分位階級別１世帯当たり
の年平均１か月間の所得，勤労者世帯）のジニ係数８を推計するとともに，国税である勤労（給与）
所得税による所得再分配効果（不平等度の改善度合い）を検証したものである。これによると，勤め
７ 『家計調査』は２００１年までは２人以上の普通世帯が対象になっているため，単身世帯は含まれていない。
表１ 主要先進国における所得不平等度の改善状況（１９９５年）
国 名
改善度（％）
（（②－①）÷①）
当初所得
（ジニ係数）（①）
再分配所得
（ジニ係数）（②）
Ⅰグループ
（高位の改善国）
スウェーデン ５２．９ ４８．７ ２３．０
ベルギー ４８．４ ５２．７ ２７．２
フィンランド ４８．３ ４２．０ ２１．７
３国の単純平均 ４９．９ ４７．８ ２４．０
Ⅱグループ
（中位の改善国）
フランス ４１．０ ３９．２ ２３．１
オランダ ３９．９ ４２．１ ２５．３
ドイツ ３５．３ ４３．６ ２８．２
オーストリア ３３．９ ４６．３ ３０．６
イタリア ３２．４ ５１．０ ３４．５
５国の単純平均 ３６．５ ４４．４ ２８．３
Ⅲグループ
（低位の改善国）
アメリカ ２４．５ ４５．５ ３４．４
日本 ２２．０ ３４．０ ２６．５
２国の単純平均 ２３．３ ３９．８ ３０．５
（注）１．当初所得（ジニ係数）は租税前と所得移転前の所得に係るジニ係数である。
２．再分配所得（ジニ係数）は租税後と所得移転後の所得に係るジニ係数である。
３．ジニ係数やその改善度の定義は後述する厚生労働省『所得再分配調査』とは異なる。
（出所）大間知啓輔（２００５）『消費税の経済学』，p．１７９，（原典 OECD (1999), Economic Survey, Sweden, p. 112）により作
成。
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先収入（所得再分配前の当初所得に相当）におけるジニ係数の水準は６０年代中頃まで（高度成長期の
前半にほぼ相当）は総じて大きかったが，その後は低下し，８０年頃まではそれほど大きな変化を示し
ていない。この間，勤め先収入から所得税を控除した再分配後所得のジニ係数の水準も，ほぼ同様の
傾向が窺われる。一方，所得税による所得不平等の改善度合いは，６０年代中頃から７０年代中頃にかけ
て緩やかに低下している。
しかし，８０年頃から２００５年までのジニ係数は再分配前所得，再分配後所得のいずれでみても，基調
的に緩やかに上昇しており，勤労者世帯間の所得分布が徐々に拡大しているのが分かる。その一方
８ 表２の『所得再分配調査』は「当初所得」に公的年金を含んでいないものの，退職金などを含んでいるため，そのジ
ニ係数の水準は『家計調査』のジニ係数よりも高い。『所得再分配調査』の所得定義を『家計調査』の所得定義に近づ
けた場合には，ジニ係数の水準は大きく低下する。大竹文雄（２００３）。
表２ 所得再分配（世帯単位）の推移
年
当初（再分配前）
所得の不平等度
（ジニ係数）①
再分配後所得の
不平等度
（ジニ係数）②
再分配係数
（効果）（％）
（（①－②）÷①）
租税による
再分配係数（％）
社会保障による
再分配係数（％）
１９６７ ０．３７４９ ０．３２７６ １２．６ ３．７ ８．７
７２ ０．３５３８ ０．３１３６ １１．４ ４．４ ５．７
７５ ０．３７４７ ０．３４５５ ７．８ ２．９ ４．５
７８ ０．３６５２ ０．３３８１ ７．４ ３．７ １．２
８１ ０．３４９１ ０．３１４３ １０．０ ５．４ ５．０
８４ ０．３９７５ ０．３４２６ １３．８ ３．８ ９．８
８７ ０．４０４９ ０．３３８２ １６．５ ４．２ １２．０
９０ ０．４３３４ ０．３６４３ １５．９ ２．９ １２．５
９３ ０．４３９４ ０．３６４５ １７．０ ３．２ １３．２
９６ ０．４４１２ ０．３６０６ １８．３ １．７ １５．７
９９ ０．４７２０ ０．３８１４ １９．２ １．３ １７．１
２００２ ０．４９８３ ０．３８１２ ２３．５ ０．８ ２１．４
（注）１．ジニ係数とは通常，所得分配等における不平等度を表す指標で，０から１までの値をとり，０に近いほど所得
分配等が均等であることを示す。
２．当初所得は，雇用者所得，事業所得，農耕所得，畜産所得，財産所得，家内労働所得及び雑収入並びに私的給
付（仕送り，企業年金，退職金，生命保険料等の合計額）で，公的年金等社会保障給付金は含まれていない。
３．租税による再分配所得とは，当初所得から租税（所得税，住民税，固定資産税（事業上のものを除く）及び自
動車税・軽自動車税（事業上のものを除く））を引いたものである。また，租税による再分配係数とは，租税に
よる再分配所得の当初所得に対する割合を示す。
４．社会保障による再分配所得とは，当初所得に医療費，社会保障給付金を加え，社会保険料を引いたものであ
る。社会保障による再分配係数とは，社会保障による再分配所得の当初所得に対する割合を示す。
５．再分配所得とは，社会保障による再分配所得から租税を引いたものである。再分配係数とは，再分配所得の当
初所得に対する割合を示す。
（出所）厚生労働省（旧厚生省）『所得再分配調査』（１９７２年以降３年に１回実施）
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で，所得税による所得再分配効果は緩やかに低下している。
このように『家計調査』と『所得再分配調査』との調査結果を比較すると，両調査の結果に多少の
相違はあるものの，傾向的にはほぼ同様であると結論づけられる。両調査結果が若干相違している主
因は所得や租税の定義などが相違しているためであると考えられる。
次に，こうした租税による所得再分配効果を実質的に意味している所得税の累進度をジャック係数
でみたのが表４である（『家計調査』の勤労者世帯ベース）。これによると，７０年代にかけてジャック
係数９が総じて低下しているが，これは所得階層間の税額配分比率が均等化，つまり所得税の累進度
表３ ジニ係数の推移（勤労者世帯）
年
勤め先収入
（再分配前，ジニ係数）①
再分配後所得（ジニ係数）②
所得税による再分配効果
（改善度）（％）
（（②－①）／①）
１９５５ ０．２８１９ ０．２６０８ ７．５
６０ ０．２８８３ ０．２７５１ ４．６
６５ ０．２０１２ ０．１９０６ ５．２
７０ ０．１８８２ ０．１７９９ ４．４
７５ ０．１８６５ ０．１８０９ ３．０
８０ ０．１８６２ ０．１７６９ ５．０
８５ ０．１９８７ ０．１８７８ ５．５
９０ ０．１９７２ ０．１８６８ ５．３
９５ ０．１９３２ ０．１８５１ ４．２
２０００ ０．２０４５ ０．１９７４ ３．５
０５ ０．２１４２ ０．２０７７ ３．０
（注）１．ジニ係数は G  1
2N 2  
i 1N  j 1N  i  j    n 1N  nN で推計した。
２．再分配後所得は，勤め先収入から勤労所得税を控除したもので可処分所得である。
（出所）総務省『家計調査年報』（各年版）より作成
表４ 所得税の累進度（所得再分配効果）
年 １９５５ ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０ ９５ ２０００ ０５
所得税
（狭義）
０．６１０８ ０．６４４０ ０．５０７５ ０．４８８１ ０．４０２７ ０．４１５５ ０．４１２４ ０．４０２２ ０．３８１９ ０．３９９７ ０．４０５６
所得税
（広義）
－ ０．４７６１ ０．３４０１ ０．３１０７ ０．２５５４ ０．２６４４ ０．２７３３ ０．２６６４ ０．２４６０ ０．２５０４ ０．２６４３
（注）１．所得税の累進度の係数はジャック係数である。ここでは，ジャック係数の推計は，ジニ係数と同じ計算方法で
求めた。ジャック係数が大きくなるということは税額配分が所得階層間で不均等になる，つまり累進度が強くな
ることを意味する。
２．広義の所得税とは，勤労所得税（狭義）に社会保険料を加えたものである。なお，５５年は社会保険料の数値は
公表されていない。
（出所）総務省『家計調査年報』（各年版）により作成
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合いが弱まっていることを意味する。しかし，７０年代中頃から現在に至るまでジャック係数の水準は
ほとんど変化していない。これは相対的に緩やかになった所得税の実質的な累進度が持続しているこ
とであり，所得階層間で均等化した税額配分比率の状況が続いていることを意味する。換言すれば，
所得税の所得再分配機能の相対的な弱体化が続いているとの解釈が可能である。このジャック係数で
興味深いのは，社会保険料を加味した所得税（広義）のジャック係数の水準が７５年から２００５年までの
３０年間で，０．２５前後で推移している点である。つまり，社会保険料の大部分は賦課ベースが給与であ
ることから，所得階層間の負担配分（税額と社会保険料）比率には一層の均等化を求める状況が続い
ているのである。
２．所得階層別の勤め先収入と租税負担率の動向
さらに，戦後（５５年）から２００５年までの５０年間の所得税による再分配効果の変化を，所得階層別に
おける勤め先収入の動向と所得税の租税負担率の側面から確認してみる。
表４の左半分は，『家計調査』の「年間収入五分位」の中の第Ⅰ階級（最低所得者層）及び第Ⅴ階
級（最高所得者層）における勤め先収入と可処分所得の動向をみたものである。これによると，この
５０年間で最低所得者層の勤め先収入は可処分所得と同様に２２倍増加した。その一方で，最高所得者層
の勤め先収入と可処分所得は同期間，１５倍程度の増加となっている（いずれも名目ベース）。また，
勤め先収入と可処分所得における最高所得者層と最低所得者層との比率（倍）をみると，６０年頃まで
はいずれも４～５倍程度であったが，その後，両者の所得格差は３倍程度まで縮小して現在に至って
いる。
こうした所得水準の上昇や所得格差の縮小を反映して，いずれの所得階層もこの５０年間に，エンゲ
ル係数（消費支出に占める食料費の割合）は緩やかに低下し，２００５年には２０％前後の水準である。い
ずれの所得階層も生活水準が上昇したことが伺われる。とはいえ，バブル崩壊後の９０年と２００５年の可
処分所得を比較すると，最高所得者層では９０年の所得水準を上回っているのに対して，最低所得者層
では下回ったままである。また，９０年代以降，最高所得者層と最低所得者層との所得格差は勤め先収
入，可処分所得いずれでみても，総じて緩やかな拡大傾向を示している。
こうした中で，勤め先収入に占める所得税の割合である租税負担率（実効税率）の動向をみると，
いずれの時期においても所得階層が上昇するにつれて租税負担率も上昇している。所得税の累進税率
構造が各所得階層間で機能しているからである。
５５年以降５０年間の租税負担率には，次の三点が注目される。
まず第一点は６０年代中頃から７０年代前半にかけて，つまり，「高度成長期の後期」には最低所得者
層及び中堅所得者層（第Ⅲ階級）において租税負担率が緩やかに上昇しているのに対して，最高所得
者層の租税負担率は逆に低下していることである１０。例えば，６５年から７５年までの租税負担率の変化
率は，最低所得者層で０．４％ポイントの上昇（０．６％から１．０％），中堅所得者層で０．１％ポイントの上
９ ジャック係数は所得税における税率体系の累進度合いをみるために考案されたものである。通常，横軸に納税者の累
積比，縦軸に税額累積比をとることで，税率変更による累進度の影響が分かる。
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昇（１．９％から２．０％）に対して，最高所得者層では１．８％ポイントの低下（５．７％から３．９％）となっ
ている。
第二点は，７０年代後半から８０年代前半，つまり「安定成長期」にはいずれの所得階層でも，租税負
担率が上昇していることである。例えば，７５年から８５年までの租税負担率の変化率は，最低所得者層
では１．０％ポイントの上昇（１．０％から２．０％），中堅所得者層では２．０％ポイントの上昇（２．０％から
４．０％），最高所得者層でも３．９％ポイントの上昇（３．９％から７．８％）となっている。
第三点は，９０年代以降，つまり「バブル崩壊期」から現在に至る期間は，いずれの所得階層でも租
税負担率が低下傾向を示していることである。とりわけ，所得階層が上昇するにつれて，租税負担率
の低下幅が大きくなっている。例えば，９０年から２００５年までの租税負担率の変化率は，最低所得者層
で０．５％ポイントの低下（２．０％から１．５％），中堅所得者層で１．２％ポイントの低下（３．８％から
２．６％），最高所得者層で２．５％ポイントの低下（７．３％から４．８％）となっている。なお，戦後の経済
発展に対応したこれら三点の背景や理由については，次章で検討する。
９０年頃から，所得税の所得再分配効果が徐々に弱体化してきていると述べたが，最新時点（２００５
年）の『家計調査年報』を使い，消費税に社会保険料を加味した租税負担率やジニ係数に焦点を当て
ることでこの点を改めて検討する。
１０ ７３年及び７４年には第一次石油危機などによる物価の高騰でいずれの所得階層でも租税負担率は上昇している。
表４ 所得階層別にみた勤め先収入，可処分所得及び租税負担率の推移（勤労者世帯）
年
勤め先収入
可処分所得（勤め先収入
から所得税を控除）
所得税の租税負担率（％） （参考）エンゲル係数（％）
Ⅰ Ⅴ Ⅴ／Ⅰ
（倍）
Ⅰ Ⅴ Ⅴ／Ⅰ
（倍）
Ⅰ Ⅲ Ⅴ Ⅰ Ⅲ Ⅴ
５５ １００ １００ ４．９ １００ １００ ４．４ ０．５ ２．９ １０．８ ５４．６ ４７．０ ３７．４
６０ １２８ １３４ ５．１ １２９ １４０ ４．８ ０．２ １．３ ６．８ ４８．９ ４１．２ ３１．７
６５ ２９５ １７４ ２．９ ２９４ １８４ ２．８ ０．６ １．９ ５．７ ４２．３ ３７．７ ３１．８
７０ ５４０ ２９０ ２．６ ５３９ ３１０ ２．５ ０．６ １．９ ４．５ ３７．９ ３３．６ ２７．８
７５ １１２７ ６２３ ２．７ １１２１ ６７２ ２．６ １．０ ２．０ ３．９ ４１．１ ３３．５ ２１．７
８０ １７００ ９３１ ２．７ １６８４ ９８０ ２．６ １．４ ３．１ ６．１ ３２．５ ２９．２ ２３．１
８５ ２０５２ １２０６ ２．９ ２０２０ １２４７ ２．７ ２．０ ４．０ ７．８ ２９．５ ２７．４ ２１．７
９０ ２３８１ １３９２ ２．９ ２３４４ １４４８ ２．７ ２．０ ３．８ ７．３ ２８．０ ２５．０ ２０．３
９５ ２６５５ １５１９ ２．８ ２６１３ １６００ ２．７ ２．１ ３．２ ６．１ ２５．６ ２３．３ １９．７
２０００ ２４９８ １５２３ ３．０ ２４７１ １６１９ ２．９ １．６ ２．８ ５．２ ２４．５ ２３．３ １９．１
０５ ２２８９ １４６１ ３．１ ２２６６ １５６０ ３．０ １．５ ２．６ ４．８ ２４．２ ２１．８ １９．４
（注）１．勤め先収入及び可処分所得ともに，５５年を１００として指数化したものである。
２．租税負担率は勤労所得税を勤め先収入で割った計数であり，平均的な実効税率を意味する。
（出所）総務省『家計調査年報』（各年版）により作成
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表５によれば，所得税は所得階層が上がれば上がるほど，租税負担率も上昇している。所得再分配
効果が弱体化しているとはいえ，所得税制には累進税率が適用されているからである。例えば，租税
負担率は最低所得者層では１．５％であるのに対して，最高所得者層では４．８％となっており，その差は
３．３％ポイントである。所得税に消費税（税率５％）を加えた租税負担率は，最低所得者層で５．５％で
あるのに対して，最高所得者層では７．５％となっており，その差は２．０％ポイントに縮小している。消
費税は租税負担の逆進性を具備しているからである。
次に，所得税の負担率を８５年と２００５年（所得税の負担率の高さが政府税制調査会で本格的に議論さ
れ始めた年）で比較してみると，最低所得者層では０．５％ポイントしか高くないのに対して，最高所
得者層では３％ポイントも高くなっており，８５年当時は現在（２００５年）と比べて所得税の累進性が強
表５ 勤労所得税と消費税を考慮した所得再分配機能の実態（２００５年）
（単位：円，％）
平均 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
勤め先収入（①） ４９２，０３５ ２５７，６０９ ３６１，８２５ ４５７，３８５ ５７２，１７０ ８１１，１８８
勤労所得税（②） １６，２２９ ３，７５３ ７，４２６ １１，８３５ １９，０４７ ３９，０８３
勤労所得税負担率（②／①） ３．３（１２．９） １．５（１０．６） ２．１（１１．７） ２．６（１２．３） ３．３（１３．１） ４．８（１４．３）
消費税額（税率５％，③） １５，６５０ １０，４０１ １２，８７３ １４，８７７ １７，９９８ ２２，１００
消費税負担率（③／①） ３．２ ４．０ ３．６ ３．３ ３．１ ２．７
消費税額（税率１０％，④） ２９，８７７ １９，８５６ ２４，５７６ ２８，４０２ ３４，３６１ ４２，１９１
消費税負担率（④／①） ６．１ ７．７ ６．８ ６．２ ６．０ ５．２
租税負担額（⑤＝②＋③） ３１，８７９ １４，１５４ ２０，２２９ ２６，７１２ ３７，０４５ ６１，１８３
租税負担額（⑥＝②＋④） ４６，１０６ ２３，６０９ ３２，００２ ４０，２３７ ５３，４０８ ８１，２７４
租税負担率（⑦＝⑤／①） ６．５（１６．０） ５．５（１４．７） ５．６（１５．２） ５．８（１５．６） ６．５（１６．２） ７．５（１７．０）
勤労所得税負担率（８５年） ５．１ ２．０ ３．０ ４．０ ５．２ ７．８
消費税負担率（８５年，５％） ３．３ ４．０ ３．６ ３．３ ３．２ ３．０
租税負担率（８５年，計） ８．４（１５．５） ６．０（１３．４） ６．６（１４．１） ７．３（１４．８） ８．４（１５．６） １０．８（１７．３）
租税負担率（⑧＝⑥／①） ９．４（１９．０） ９．２（１８．３） ８．８（１８．５） ８．８（１８．５） ９．３（１９．１） １０．０（１９．５）
勤め先収入（①）
（ジニ係数）
０．２１４２（８５年，０．１９８６）
再分配後所得
（⑨＝①－⑤）（ジニ係数）
０．２０９８（８５年，０．１８８５）
再分配後所得
（⑩＝①－⑥）（ジニ係数）
０．２１１８
（注）１．ジニ係数の算式は表３と同じ。
２．消費税負担額（５％と１０％のケース）は消費支出のそれぞれ５／１０５，１０／１１０を消費税額とした。
３．勤労所得税負担率及び租税負担率の（ ）書は社会保険料を含めた数字。
４．第Ⅰ階級から第Ⅴ階級までの年間収入は以下の通りである。
第Ⅰ階級： ～４４２万円 第Ⅱ階級：４４２万円～５８２万円 第Ⅲ階級：５８２万円～７３０万円
第Ⅳ階級：７３０万円～９４４万円 第Ⅴ階級：９４４万円～
（出所）総務省『家計調査年報』（２００５年版）より作成
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かったことが伺われる。今後，消費税率が１０％に引き上げられた場合で試算してみると，所得税に消
費税を加えた租税負担率は最低所得層で９．２％であるのに対して，最高所得層は１０．０％となってお
り，その差は僅かに０．８％ポイントにすぎなくなる。この結果，勤め先収入（再分配前所得）と再分
配後所得のジニ係数はあまり相違しておらず，租税に期待されている所得再分配がほとんど機能しな
くなるのが分かる。
ちなみに，租税（所得税と消費税（税率１０％））に社会保険料を加味すると，最低所得者層の負担
率は１８．３％（消費税率５％の場合には１４．７％）であるのに対して，最高所得者層の負担率は１９．５％
（同１７．０％）になると試算される。これは今後消費税率が上がれば上がるほど，各所得階層間で負担
（税額と社会保険料）配分の比率が一層均等化することを意味する。
以上の分析結果を要約すると，次のようになる。
わが国の租税負担率はここにきて単一税率であるフラット税１１に近づきつつあるという事実であ
る。換言すれば，課税最低限のない比例的な所得税になりつつあるともいえる１２。このことは，租税
に期待される機能の一つである所得再分配がほとんど働かない構造になりつつあるとの解釈が可能で
ある。仮に，消費税率のみを欧州並みの２０％に引き上げた場合で試算してみると，勤め先収入のジニ
係数よりも所得税に消費税を加味した再分配後所得のジニ係数の方が高くなる，つまり，税制が所得
格差を拡大する方向に作用する可能性も否定できない。
Ⅲ．戦後の税制改革の概要
以下では，戦後の主な税制改革の変遷を経済発展段階別に政府税制調査会の資料などに基づいて検
討する。
１．戦後復興期から高度成長期までの税制改革の動向
戦後のインフレなどによる経済的な混乱期の中で，４９年のシャウプ勧告がその後の所得税制の動向
に大きな影響を及ぼしたことは間違いない。
シャウプ勧告の基本的な特徴は，包括的な所得税論に基づき，公平原則を重視するとともに，その
枠内で経済的な中立性と税収の確保を図るというものであった。具体的には，所得課税を税制の中心
に据え，それを資産課税で補完するという租税体系を基本にする一方で，消費課税については大幅な
整理を勧告している。所得課税と消費課税に係るシャウプ勧告の主なポイントは以下の通りであ
る１３。
①納税の自覚と担税力に即した税という２つの理由から直接税中心主義が提案されたことである。
この直接税中心主義は，わが国における４０年や４７年の税制改革の基本的な考え方１４をさらに推進
１１ Friedman, Milton (1962)。
１２ ライフサイクル仮説が成り立つと生涯所得＝生涯消費となるため，消費税は所得に対する比例税であるとの解釈も可
能である。
１３ 佐藤進・伊東弘文（１９９５）pp．２２６－２２８。宮島洋（１９８６）pp．１２２－１２６。
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しようとしたものであり，「個人の支払能力」に応じた税制の確立を意図したものと一般的に考
えられている。
②公平な個人所得税制を確立するため，譲渡所得（キャピタル・ゲイン）や利子・配当所得を含め
て総合合算課税にすべきとする「包括的所得ベース」の考え方が提案されたことである。その税
率に関しては，公平の確保と脱税の防止を図るために，従来８５％であった最高税率を５５％に引き
下げることが勧告された。その際，最高税率が課税所得階級以上（５百万円超）の富裕者には，
税率３％までの富裕税を課することを条件とした。また，富裕な納税者に対しては，生涯累積継
承税という形での相続税の導入が富裕税と同様に，富の不当な集中は避けるべきであるとする理
由から提案された。
③消費課税との関連では事業税を廃止する一方で，地方税としての付加価値税（課税団体は都道府
県，上限８％の税率）の創設が提案されていたことである１５。しかし，付加価値税は一度も実施
されないまま５４年に廃止され，事業税が地方税として引き続き課せられた。
そして，４９，５０年の税制改革において，シャウプ勧告の内容の多くが実現した。その後，５１，５２年と
小幅な税制改革が実施され，５３年には総仕上げとして大規模な税制改革が実施された。５３年の税制改
革をシャウプ税制との乖離，つまり包括的所得税制からの離脱という観点から評価するならば，①有
価証券のキャピタル・ゲインに対する所得税の廃止，②富裕税の廃止，③所得税の最高税率５５％から
６５％への引上げ，の３点がポイントである。これら３点の修正は税務執行上の困難さと資本蓄積の重
視であったと一般的に考えられている。①について，シャウプ税制では所得税と法人税との相互依存
関係を規定していたため，キャピタル・ゲイン課税の廃止はシャウプ税制からの逸脱を意味する。②
と③については，富裕税廃止の見返りとして，所得税の最高税率を引き上げた点である。これは課税
原則の一つである公平基準を所得税のみに求める方向に修正されたことを意味する。というのは，
シャウプ税制では名目だけの高すぎる累進税率は労働意欲や納税協力を阻害すると考え，最高税率を
従来の８５％から５５％に引き下げる代わりに富裕税を導入したからである。この結果，所得税の累進度
は戦前の３５年が最も強かったが，シャウプ税制当時に緩和された後，５３年には再び強化された。５３年
１１月の政府税制調査会の答申書では，所得分布が平準化している場合に所得税に財源の多くを求める
ことは租税負担感の累増が生じることを指摘している。
「租税体系として，所得の大小に応じる負担均衡の理論からは直接税の方がまさっていることは明
らかであるが，国民所得が小さく又その構成が平均的である場合においては，直接税に税収の多くを
期待することはかえって租税負担を過重に感ぜしめて運用上も多くの困難を生ずることとなる」とし
１４ ４０年（昭和１５年）の所得税改革のポイントは，日中戦争における軍事費の累増による財政悪化に対処するため，分類
所得税と総合所得税を併用することで，所得税の大衆課税化と租税負担の増加を目指したものであった。その後，第二
次大戦直後の激しいインフレの下で，所得税の負担増が一層加速化する一方で財政収支の不均衡が生じたことから，所
得税の減税措置（例えば，分類所得税では基礎・扶養控除の引上げ，総合所得税では課税最低限の引上げ）や増税措置
（例えば，分類所得税・総合所得税における税率の引上げ）という相反する改正が行われた。しかし，これらの改正は
どちらかといえば，経済状況や財政上の必要に応じた措置であるのに対して，４７年（昭和２２年）の所得税法の改正は，
総合累進所得税の理想的な姿に近づけようとするものであった。金子宏（１９８３）pp．３－１４。
１５ シャウプはその当時，欧州型の付加価値税は念頭になかったといわれる。木下和夫（１９９２）p．５２２。
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ている。
所得税の負担感に関するこうした認識のもとで，所得税の減税措置がその後の税制改革で講じられ
ることになった。当初は限界税率の引下げというよりもむしろ，基礎控除や扶養控除という二つの控
除水準の引上げのほか，老年者控除，寡婦控除及び勤労学生控除などの新たな所得控除の創設によっ
て，少額所得者を免税する方向に焦点が移っていった。と同時に，総合課税原則からの乖離を意味す
る課税の特例措置が拡大していくことになる。具体的には，退職所得や山林所得などの一時性所得
や，利子所得や配当所得といった資産性所得の分離課税化の動きである。租税負担感の軽減や資本蓄
積の重視などの観点から課税ベースは徐々に侵食されていくことになる。
このようにして，５０年代前半以降，包括的所得税制として理論的に首尾一貫したシャウプ税制は解
体に向かっていくことになる１６。
その後，５０年代後半から７０年代前半（正確には第一次石油危機の影響を強く受けた７３年及び７４年を
除く）にかけて，わが国は高度成長期を経験することになる。この高度成長期にはクリーピング・イ
ンフレが持続する中で，租税の所得弾力性の高い所得税収を中心に毎年多額の自然増収が発生し
た１７。この結果，納税者の租税負担感が増大し，急増する所得税負担に対する弊害が指摘されだし
た１８。とりわけ，所得税の重税感は相対的に低中所得者層に偏っていたため，それらの層への負担軽
減が税制改革の方向であった。当時の税制調査会の審議内容をみると，所得税負担の累増緩和のため
の所得税減税が税制改革の中心的な課題であり，所得税負担の軽減措置が税制改革の方向を決定して
いったといっても過言ではない。事実，５５年以降２０年間，伊勢湾台風の被害に対する財政支出の増大
が予想された６０年を除いて，毎年，所得税の減税措置が実施された（表６）。所得税のこうした減税
措置は課税最低限を構成する所得控除と税率の見直しの両面から実行された。
まず，課税最低限の見直し論議からみてみる。所得税の課税最低限は実額であったため，各種の所
得控除の引上げを名目ベースで実施しなければ，新たな納税者の増加によって納税者の急増が見込ま
１６ 詳細については，宮島洋（１９８６年）。
１７ 例えば，５３年から６２年までの所得税の弾性値は平均２．５程度であり，租税の自然増収部分における所得税の寄与率は
約７割となっていたほか，毎年度自然増収の２０％程度を減税に充当することで，国民負担の軽減を図ることが適当とし
ていた（政府税制調査会（６４年１２月）『長期答申』。
１８ 税制調査会では，①累進度があまり急激であるため，勤労意欲や事業意欲の阻害，②過少申告など所得税の回避，な
どを挙げている。
表６ 税制改革による増減税（年度数）の推移
年度
１９５１－５５ ５６－６０ ６１－６５ ６６－７０ ７１－７５ ７６－８０ ８１－８５ 合計
増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減 増 減
直接税 計
うち所得税
間接税 計
０
０
２
５
５
３
０
０
４
４
４
１
０
０
４
５
５
１
０
０
３
５
５
２
０
０
５
５
５
０
３
２
４
２
２
１
３
２
２
２
３
３
６
４
２４
２８
２９
１１
（注）「増」，「減」はそれぞれ増税，減税を表わす。
（出所）大蔵省（財務省）主税局『税制主要参考資料集』（１９８６年）
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れた。これでは税務執行上の困難を伴うとの判断もあった。実際，所得税の納税者数構成比をみると，５０
年の給与所得者は全体の７割程度であったが，その後，上昇し続け，５７年には８割を超えている。税
制調査会では，「わが国の所得税の納税者の約９４％（６２年度予算）を占める年間１００万円以下の所得階
層の税負担は，各国に比較してはるかに高いことがわかる」と述べ，課税最低限引上げの必要性を強
調している１９。６０年代中頃，つまり高度成長期の前期までの政府税制調査会の基本的な考え方は，「わ
が国の生活水準が他の先進諸外国に比べてなお低い」という認識であった。しかし，６８年の税制調査
会の「長期答申」では，「課税最低限は，累年の引上げによって，消費支出金額すなわち生計費との
関連からは相当程度改善されてきている」と述べている２０。そして，この長期答申では，課税最低限
（基礎控除，配偶者控除及び扶養控除の３控除が中心）を１００万円程度に引き上げるのが適当である
と提言している（夫婦子３人の給与所得世帯）。この提言内容は６９年及び７０年の税制改革で実現した
が，この目的が達成されてからは，課税最低限に関する引上げ論議は本格的には行われていない。
一方，所得税の税率改正の動きをみると，高度成長期に本格的に行われたのは，５７年と６９年の税制
改革である。まず５７年の税制改革では税率区分は従前の１１から１３へ増加し，低中所得層への税率緩和
がかなり大規模に実施された。そして，６９年の税制改革では中堅所得者層を中心に負担軽減を図るこ
ととし，税率の刻みとその適用区分についての見直しが行われた。税率構造は１０～７５％（１６段階）と
累進度の高いものとなった。この税率構造は基本的に８３年まで続き，８４年以降複雑化した税率構造は
急速に簡素化されることになる。ちなみに，５０年のシャウプ税制では税率構造は２０～５５％（８段階）
であった。
要するに，高度成長期における租税政策の主眼は課税最低限の引上げにシャープな形の累進税率を
組み合わせることで，低中所得者層における租税負担感の軽減を図ることであったといえる。５５年か
ら７５年までの２０年間の租税負担率（国税，国民所得ベース）でみても，７３年及び７４年の第一次石油危
機による経済的混乱の時期を除いて，ほぼ１２～１３％程度で推移している。前章でみたように，『家計
調査』における租税負担率が最低所得者層と中堅所得者層で上昇しているのに対して，最高所得者層
で低下している主因はこうした所得税減税の効果（所得税は累進税率を採用しているため，減税効果
は最高所得者層で大きい）であると考えられる。
このようにみると，高度成長期，特に後期の税制改革は名目所得の上昇や生活水準の向上に応じて
所得税の累進構造をシャープな形にする，つまり租税原則の一つである公平基準（特に垂直的公平）
を重視した租税政策であったといえる。しかし，このことは低中所得者層に租税負担感の累増を認識
させたため，これを軽減するために累次にわたって所得税の減税措置が実施されたのである。
２．安定成長期から現在までの税制改革
高度成長期には税収がかなり安定的に確保できたが，７３年秋に勃発した第一次石油危機に端を発し
た景気の低迷で，税収は一転して不安定になった。税収の落込みや景気対策による歳出の増加によっ
１９ 税制調査会（１９６２年１２月）。
２０ 税制調査会（１９６８年７月）。
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て，７５年には歳入不足が顕在化した。この結果，７５年度の補正予算以降，巨額にのぼる赤字国債の増
発に依存せざるをえなくなった（９０年度にはバブル景気や財政再建策により赤字国債から脱却）。
こうした危機的な財政状況の中で，７０年代後半から８０年代前半までの安定成長期には，「増税なき
財政再建」というスローガンのもとで，緊縮的な財政運営が実施された。７０年代の末に，財政再建の
ために「一般消費税」の導入が意図されたにもかかわらず，これに関する国民的合意が得られなかっ
たからである。このため，８４年と８５年にはそれぞれ医療保険制度の改革や地方自治体への補助金カッ
トが実施されたものの，７８年から８４年までの期間は本格的な所得税減税が実施されなかった。このこ
とが前章で説明したように，各所得階層間で租税負担率が上昇した最大の理由であると考えられる。
この結果，給与所得層を中心に重税感あるいは不公平感が募っていった。この点を確認したのが表７
である。これによると，国税収入の中で所得税以外の税目はほとんど変化していないにもかかわら
ず，所得税の上昇度合いが際立っているのが分かる。とりわけ，源泉分（給与分）の上昇度合いが大
きい。これに対して，申告分（事業所得や農業所得など）はこの間，０．１％の上昇にすぎない。この
ため，所得の種類によりその把握に差があるという税務行政上における実質的公平の確保に，給与所
得者の目が向けられるようになった。つまり，水平的不公平に対する不公平感が給与所得者を中心に
強まり，このことが８０年代後半以降，税制改革の中心的な課題になっていったのである。ちなみに，２０００
年から２００４年までは税目間で税収に大きな変化は生じていない。
わが国の税制改革の動向に影響を及ぼしたのは給与所得者を中心にした水平的不公平に対する不満
だけではない。この時期に主要先進国では，相次いで斬新な税制改革案が提案されたことも看過でき
ない。例えば，スウェーデンの『ロディン報告』，アメリカの『ブルー・プリント』及び同『財務省
報告書』，イギリスの『ミード報告』などが代表的であり，これらの報告に共通しているテーマは消
費支出を課税ベースとする直接税，つまり「支出税」であり，そのメリット・デメリットが詳細に検
討された。この支出税は中立性などの面で所得税より優れた特性を持つことから，２１世紀に向かう税
制改革の中心的な課題になるものと考えられたが，貯蓄控除の手続きが複雑であることなどの理由に
表７ 主要な税目（国税）の国民所得に対する比率の変化
（単位：％）
年度 １９７８（①） １９８４（②） （②－①） ２０００（③） ２００４（④） （④－③）
所得税
申告分
源泉分
（うち給与分）
法人税
消費税
その他
４．７
１．２
３．５
（２．５）
４．７
－
４．５
５．９
１．３
４．６
（３．５）
４．７
－
４．７
１．２
０．１
１．１
（１．０）
０．０
－
０．２
５．１
０．８
４．３
（２．７）
３．２
２．６
３．３
４．１
０．７
３．４
（２．７）
３．２
２．８
３．３
▲１．０
▲０．１
▲０．９
（▲０．０）
０．０
０．２
０．０
国税（合計） １３．９ １５．３ １．４ １４．２ １３．３ ▲０．９
（注）１．いずれも決算ベース。
２．１９７８年度や１９８４年度では，砂糖消費税などの個別消費税はその他に含めた。
（出所）財務省（旧大蔵省）『財政金融統計月報（租税特集）』より作成
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よって，支出税の採用は各国とも見送られた。
これらの税制改革案の中で，わが国の所得税制に大きな影響を及ぼしたと考えられる改革案は上記
のアメリカ『財務省報告書』（８５年１１月に議会提出，半年後に発表された「レーガン税制改革法」と
内容はほぼ同じ）である。この財務省報告書では課税原則として，公平性，経済的中立性及び簡素化
という３つの基準を設定した。これらの課税原則に基づき現行税制が抱える問題点を詳細に検討した
後，税収中立という前提のもとで幾つかの具体的な改革案が提示された。同報告書はこれらの具体的
な改革案の中で，「修正フラット税」の採用が望ましいとしている。修正フラット税とは現行税制に
比べてより包括的な課税ベースとより低い最高税率での緩やかな累進税率構造（数段階の税率と適用
所得幅の拡大）を組み合わせたものであり，これによって垂直的公平を確保しながら，水平的公平，
経済的中立性及び簡素化をも同時に達成しようとしたものである。この報告書で興味深いのは「純粋
フラット税」にも言及しているが，これは望ましくないとしている点である。純粋フラット税とは現
行税制と比べてより包括的な課税ベースとより低い単一税率を適用する所得課税（消費課税）である
が，これを採用すると，高所得者層から低中所得者層への租税負担の大規模な移転が生じることか
ら，垂直的公平が犠牲になるとしている。
８０年代後半の税制改革は，こうした国内外の税制改革論議を背景にその方向性が決定されていっ
た。そして，政府は７０年代後半以降，財政構造を健全化するために歳出構造の見直しを実施してきた
が，これだけでは財政再建は限界との認識を持つようになった。その際，給与所得者で高まっていた
水平的不公平に対する不満を緩和するための措置として，所得税に比べて消費税の方が水平的公平の
基準でみて望ましいとの考えが強調されるようになった。この基本的な考えはすでに「EC付加価値
税の調査－７１年９月～１０月」２１でも述べられている。少し長いが以下で引用する。
「課税の公平を論ずる場合，「すべての消費者について」その消費支出に対して特定の税率による
租税負担が課されるとき，それは少なくとも，公平であるというべきであろう。その意味では，所得
の捕捉に難易の差がありかつ自主的申告の信頼度が弱い社会では，消費課税は所得課税よりも公平と
なりうることは確実であろう。しかも生活必需品－その範囲の確定はきわめて困難であるが－を課税
から除外する消費税の場合には，消費課税は所得課税よりも公平となりうることは確かである。そし
て，消費活動と消費税負担とに関する意思決定は同時に，消費者の自由な選択に委ねられるのであ
る。また，消費税の逆進性を理由にして税負担の不公平を論ずる場合には，税負担と所得との関係に
おけるいわゆる垂直的公平が念頭におかれている。この問題に対応するためには，生活必需品には非
課税又は軽課，奢侈品には重課という差別税率を適用することによって対応することが可能である。
また垂直的公平のみが課税の公平の準則でないことは，いうまでもない。したがって消費税はつねに
逆進的であり大衆課税であるという主張は，一般的に正しいとはいえないのである。……けれども一
般に消費税の場合，その課税対象は広くとり，かつ単一税率を適用することがもっとも望ましい。そ
れは市場の相対価格の変化をもたらさないという意味で，課税の中立性が維持されるからである。こ
の視点に立てば，非課税品目はできるだけ抑制しかつ単一税率を適用すべきであろう。この場合に
２１ 木下和夫（１９９２）pp．５７－５９。
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は，その逆進性への非難を甘受して課税の中立性をより尊重するということとなる。しかし，この間
の調整あるいは妥協はけっして不可能な問題ではない。例えば北欧諸国はいずれも原則的に単一税率
を適用し，特殊のサービス等についてのみ免税措置を採っている。そして逆進性の可能性に対して
は，歳出の面で社会保障給付の拡大によって調整する方法を採った。当時 EC加盟を間近に控えたイ
ギリスにおいても，この方法には多くの支持があった。しかしこれらの方途のいずれを採択するか
は，それぞれの国の税制と社会保障制度の状態に応じて決められる問題である」。消費税（付加価値
税）が抱える最大の問題点である逆進性への対応策の中で，消費税が大衆課税であるという主張は必
ずしも正しいとはいえないとしている。
このように消費税の長所が強調されるようになる一方で，所得税制は抜本的に見直されるようにな
る。８７年９月及び８８年１２月には，シャウプの税制改革以来と称せられる抜本的な税制改革が実行され
た。所得税関連では税率構造の緩和・簡素化，基礎控除・扶養控除等所得控除の引上げ及び利子所得
の源泉分離課税化・株式等譲渡益の原則課税化といった資産性所得課税の強化の動きである。その
後，８９年４月には税率３％の消費税が紆余曲折を経て導入されることとなった。その際，給与所得者
の租税負担感を軽減するために，所得税・住民税の減税が実施された。この結果，８９年の所得税・住
民税の減税と消費税の増税を合算したネットの減税額は８８年に比較して，年収１，０００万円（高額所得
者層）の給与所得世帯で２３．７万円，年収６００万円（中堅所得者層）の世帯で７．８万円，年収３００万円
（低所得者層）の世帯で１．５万円であった２２。
９０年代に入るとバブル経済が崩壊し所得が低迷する中で，低中所得者層を中心に租税負担の累増感
が再び強まっていった。また，９３年１１月の税制調査会の答申『今後の税制のあり方について』では，
「世代を通じた租税負担の平準化」という世代間公平の重要性を指摘している。今後，少子高齢化が
一層進展すれば，歳出面での受益が高齢世代に集中する傾向が強まるのに対して，現行税制のままで
は勤労世代に租税負担が集中するからである。そして，９４年１１月には，低中所得者層を中心とした租
税負担感の累増を緩和するために，世代間公平の考え方を盛り込んだ税制改革が実現した。具体的に
は，所得税関連では累進構造の更なる緩和と課税最低限の引上げであり，消費税については税率を５％
（１％は地方消費税，９７年４月に実施）に引き上げることである。なお，当面の景気低迷に配慮して，９５
年より所得税・個人住民税の制度減税（各年２．０兆円）が実施された。また，９９年には中堅所得者層
に配慮して，定率減税（所得税については年間税額の２０％を控除，上限２５万円，２００７年には廃止決
定）が行われた。
このように，バブル崩壊後の９０年代以降には低中所得者層の租税負担感を軽減するために，課税最
低限が引上げられたほか，累進税率構造も大幅に緩和された。
例えば，８０年代以降の所得税率の主要な累進構造をみると，８４年には１０．５％（課税所得５０万円）～
７０％（同８，０００万円超）の１５段階であったが，その後，所得税の累進税率は大幅に緩和された。８７年
には１０．５％（課税所得１５０万円）～６０％（同５，０００万円超）の１２段階，８９年には１０％（課税所得３００万
円）～５０％（同２，０００万円超）の５段階，９５年には１０％（課税所得３３０万円）～５０％（同３，０００万円
２２ 税制調査会（１９８９年３月）『税制調査会関係資料集』p．８７７。
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超）の５段階，そして，定率減税が実施された９９年には１０％（課税所得３３０万円）～３７％（同１，８００万
円超）の４段階になって現在に至っている。前章で指摘したように９０年代に，所得階層が上昇するに
つれて租税負担率の低下幅が大きくなっている主因は所得税の減税に加えて，累進構造が大幅に緩和
されたためであると考えられる。
このようにみると，８０年代後半の所得税と消費税を中心とした抜本的な税制改革は，垂直的公平を
ある程度犠牲にしつつ，水平的公平をより重視した租税政策であったといえる。垂直的公平への関心
が高度成長期と比べて後退した背景としてはその当時の税制調査会や学会の議論などから判断するか
ぎり，わが国の社会が所得面で「一億総中流」であるという社会的通念が広まっていたためと考えら
れる２３。そして，９０年代には少子高齢化社会に対応した税制を確立するため，公平基準として新たに
世代間公平という基準が加えられたが，この基準が消費税の税率引上げ（９７年４月，３％から５％
へ）と所得税減税の有力な根拠となったと思われる。
以上，戦後の主要な所得税改革の概要をみてきた。わが国の租税政策の歩みを公平基準という課税
原則でみると，「一億総中流社会」という社会的通念のもとで，各経済発展の段階で国民各層から要
請された租税負担感（主として給与所得者）を軽減するために公平基準の内容を垂直的公平から水平
的公平，そして，世代間公平へと徐々にシフトしてきた歴史的産物であるといえる。極論すれば，８０
年代後半以降，わが国は垂直的公平をある程度犠牲にするという意味で，租税に期待されている所得
再分配効果の弱体化を容認するという租税政策を実施してきたとの見方が可能である２４。しかし，前
章で検討したように『家計調査』から判断するかぎり，定期収入が見込まれる給与所得者でさえ徐々
に所得分布に拡大の傾向が伺われる。この点を踏まえて，今後の税制改革の方向をどのように考える
べきであろうか。
Ⅳ．税制改革の視点
１．社会経済情勢の変化
戦後の税制改革は，社会経済情勢の変化の中で各所得階層間の租税負担感を緩和させるために，所
得税の減税措置などの租税政策が実施されてきた２５。そして，現行所得税制に関する方向は８０年代後
半に形成されたと考えられる。この結果，わが国の税制は所得税などの直接税から消費税などの間接
税に大きくシフトしつつある。このことは租税の所得再分配機能が急速に弱くなっていることを意味
している。
したがって，今後の税制改革の視点を考察するにあたっては，８０年代，とりわけ８０年代中頃の税制
２３ 例えば，野口悠紀雄（１９８６）。
２４ この見方は所得税についてであり，租税政策全般で所得再分配機能が弱体化したと判断しているわけではない。
２５ 租税負担感，つまり重税感がどういう状況で生じるかは明確ではない。しかし，一般的には課税ベースの拡大と限界
税率の低下を組み合わせることで，租税負担感の軽減が図られる。特に，本稿では租税の公平を公平感の問題として考
えている。
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改革論議の背後にあった社会経済情勢や財政・租税状況などを改めて整理することが必要である（表
７）。
８５年当時の社会経済情勢の特徴としては，①本格的な少子高齢化社会への準備段階，②社会一般に
信じられていた一億総中流という社会的通年，の２点が挙げられる。①については，将来的に社会保
障費の急増は不可避であり，今のうちから安定財源の確保が必要であるとの考えが一般的であった。
現在と比べて８５年当時は，公的年金など社会保障制度に対する国民の信頼感は大きかったと考えられ
る。②について，わが国は所得分布が他の主要先進国に比較して平準化しているとの認識が一般的で
あった。
一方，政府は増税なき財政再建というスローガンのもとで，財政赤字の縮減には歳出削減で対応す
るという政策的スタンスを採用していた。
８５年当時，こうした財政運営のスタンスや社会経済情勢を背景に，納税者，特に給与所得者におけ
る租税負担の累増感が高まっていった。とりわけ，この租税負担の累増感は，給与所得者と事業所得
者・農業所得者との間の水平的不公平の観点からの不満が高まっていった。当時，水平的不公平を払
拭するためには，中立性や簡素化の側面でも所得税より優れている付加価値税としての消費税がク
ローズ・アップされた。所得税と消費税を合算した租税負担率が現在フラット税に接近しているの
は，その後の税制改革の動向が税率構造に関してトレード・オフの関係にある垂直的公平基準と中立
性基準とをほぼ等しいウェイトで勘案した結果であるとの見方も可能である２６。
また，累進構造がシャープな所得税制は勤労意欲を阻害しかねない２７との意見が強まっていった時
期でもある。つまり，８５年当時の税制改革論議は給与所得者の租税負担感を軽減するために，ある程
度の垂直的公平を犠牲にしながら，水平的公平，中立性及び簡素化にも重きを置いたものであったと
いえる。垂直的公平の重要性が総じて強調されなかった最大の要因は，一億総中流社会という社会的
通念が支配的であったためであると考えられる。
しかし，現在は給与所得者でさえ所得格差に拡大の傾向が見られるほか，財政赤字の縮減や社会保
障費のために充当すべき財源規模は８５年当時と比較にならないほど巨額になると見込まれている。巨
額の財源確保のためには，歳出削減だけでは不充分であり，租税負担率の上昇は不可避であると一般
的に考えられている。
したがって，国民の関心が高まっている現在の税制改革論議の最大のポイントは所得格差に拡大の
傾向が見られる中で，財政健全化や社会保障費のための巨額の財源をいかにして調達していくかとい
う点にある。その際，納税者，とりわけ給与所得者における租税負担感の累増をいかにして軽減し，
納税者の合意を得るかが税制改革の方向を決定するのではないかと考えられる。
２．税制改革の視点
以上の分析結果を踏まえると，今後の税制改革の視点としては次の二点が重要である。
２６ 宮島洋（１９８６）p．１１０。
２７ シャープな形の累進所得税制が労働供給の阻害効果を持つという本格的な実証研究はわが国では現在でも見当たらな
い。
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まず第一点は垂直的公平を現在よりも強め，所得税の再分配機能を強化することが望ましいという
ことである。所得格差に拡大の傾向が見られることだけではない。所得税と消費税を合算した租税負
担率のフラット税化（単一税率化）の動向は租税論的にも公平基準に照らして望ましくないからであ
る２８。また，国が提供する行政サービスは地方自治体が提供する行政サービスと違って，国民全体に
便益が及ぶ性質を有しているため，所得税や消費税といった国税による税収確保のためには，応能原
則に基づく租税が適している。租税の負担能力の高い納税者が負担能力の低い納税者の分をも負担す
るという応能原則は，それ自体に所得再分配の考え方が内包されている。さらに，垂直的公平をより
重視し，現行よりもシャープな形の累進税率構造にするということは，景気への自動安定化装置が働
きやすくなるほか，将来の好景気に多くの税収確保や納税意識の高まりが期待できるというメリット
も考えられる。
もっとも，垂直的公平を相対的に重視するといっても，どの程度の税率水準（限界税率）とその適
用区分が望ましいかは一概にはいえない。例えば，望ましい限界税率の水準は，所得格差に関する社
会的通念の程度に依存する。例えば，社会がベンサム的基準よりもロールズ的基準の方が望ましいと
考える場合には，最適な限界税率は高くなる。また，所得格差の大きさだけでなく，所得格差の実態
に社会が敏感であればあるほど，限界税率は高くなるだろう。さらに，所得の大きさは運と能力と努
力に分けられるとしたうえで，近年の所得格差拡大の傾向が努力の部分に大きく依存しているなら
ば，より累進的な所得税率は資源配分の効率性（中立性）を阻害すると考えられ，低い限界税率が望
ましいことになる。しかし，所得格差が運と能力に基づく部分が大きいのであれば，高所得層に高い
税率を課しても努力を怠ることはないとの解釈も成り立つ。いずれの立場かによって，所得税の累進
税率の度合いは相違するであろう。
第二点は租税負担感の累増を軽減するための措置が引き続き重視されると見込まれることである。
２８ Diamond, P. and J. Mirrlees (1971b) pp. 261−278。Mirrlees, J. (1971) pp. 175−208。
表７ 社会経済情勢や財政・租税状況の変化（８５年と２００５年との比較）
８５年当時 ２００５年（現在）
１．社会経済情勢
２．財政状況
３．財政運営の方針
４．租税負担率
５．租税原則（国税）
６．所得再分配機能
本格的な少子高齢化への準備段階
社会保障制度への信頼感あり
一億総中流社会
財政危機
増税なき財政再建
給与所得者で急速に上昇
水平的公平
シャープな累進税率構造の見直し
本格的な少子高齢化に現実味
社会保障制度への不信感の増大
所得格差拡大の兆し
深刻な財政危機
歳出・歳入一体改革
緩やかに低下，フラット税化
垂直的公平，世代間公平
緩やかな累進税率構造の見直し
（注）租税原則としては現在でも公平，中立性（経済活動への影響），簡素化が重要であるが，ここでは所得格差是正の
観点から公平基準の具体的な内容を挙げた。
（出所）各種資料をもとに作成
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この点は，戦後の税制改革が租税負担感緩和の歴史であったように，租税負担率の上昇が見込まれる
今後も重要であると考えられる。従来，租税負担感の累増を軽減するための措置としては，課税ベー
スの拡大を図りながら限界税率の上昇を抑制することを基本としてきた。しかし，巨額の財源を確保
するうえで租税負担率の上昇が確実視される中，租税負担率の累増を軽減する措置は所得税制を中心
とした租税制度全般の見直しだけでは充分ではない。国民にとっての租税負担と公共サービスからの
受益をセット，つまり租税を公共サービスの対価で考えることも必要である。今後，租税負担率が急
上昇したとしても，社会保障などの公共サービスが安定的に供給あるいは充実できるのであれば，国
民の租税負担感は軽減されるだろう。例えば，消費税の福祉目的税化２９は検討に値する。この福祉目
的税化の措置は社会保障拡大要求への抑制効果も期待できる。また，現在，単一税率である消費税に
軽減税率（非課税も含む）を導入することも中立性基準に合致しないものの，垂直的公平の確保や租
税負担感累増への歯止めになると考えられる。
ただし，税制改革の視点の一つとして租税負担感の軽減措置が望ましいといっても，以下の点には
充分留意する必要がある。租税負担感，つまり税痛感の軽さのみから税制を判断するかぎり，所得税
よりも消費税の方が優れた税目であるといえる。しかし，例えば，勤労世代以上に高齢世代内に著し
い所得（資産）格差が存在する現状から判断するかぎり，逆進的な消費税は分配の不公平の是正に無
力であるという致命的なデメリットを持っている。また，所得税が租税負担感を認識しやすいといっ
ても，この点が必ずしもデメリットという訳ではない。垂直的公平の実現に向けて効果のある所得税
が本来持っている重税感には納税者にとって租税の使途に目を向けさせ，財政の健全化に資するとい
うメリットがあることも看過すべきではない。
このようにみると，租税負担率の累増を軽減する租税政策が望ましいとしても，公平感を伴った租
税負担感の緩和措置が税制改革にあたって重要な視点であると考えられる。
Ⅴ．結びに代えて
以上，総務省（旧総務庁）『家計調査年報』の勤め先収入などから推計した所得格差や租税負担率
の実態を検討したうえで，当面の税制改革の視点を提示した。とりわけ，今後，租税負担率の上昇が
確実視される中，租税負担感の累増を軽減するための租税政策の重要性を指摘した。
本稿で検討した給与所得者は比較的恵まれた家計を分析対象にしている。家計といっても，公的年
金のみで生活している貧しい老人世帯があれば，派遣社員などの単身世帯も存在する。その一方で，
利子所得や配当所得などの資産性所得が多い豊かな世帯もある。また，高齢者世帯の内部では勤労者
世帯以上に所得・資産格差がみられ，豊かな高齢者世帯もあれば，貧しい高齢者世帯もある。
このように家計の所得実態は多種多様であるが，主たる所得が給与所得である世帯に限定したとし
ても，今後，所得格差が一層拡大する可能性がある。今後の家計を取り巻く所得環境をみると，企業
は国内外の競争力を維持するために正社員から非正社員である派遣社員やパート労働などへと一層シ
２９ 消費税の福祉目的税化に伴う長所や短所については，例えば，宮島（２００３）。
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フトするかもしれないからである。
また，税制自体が給与所得者に影響を及ぼすことも考えられる。例えば，派遣先企業が支払う労働
者派遣料には仕入税額控除が可能であるため，今後，消費税率が一層引上げられるようだと，企業は
正社員を減少させ，派遣社員へのシフトを更に推進する可能性もある。さらに，給与所得税だけでな
く，資産性所得税（利子・配当などの貯蓄・資産譲渡のキャピタル・ゲイン）や相続税などの資産移
転課税の見直しも重要である。
本稿では租税負担感の累増を緩和する措置が税制改革にあたって重要な視点であると指摘したが，
税制改革の前提として，以下の諸点には充分留意する必要がある。
第一点は国民が求める社会保障の将来ビジョンを政府は明確に示すことである。効率的な社会保障
制度の構築は重要であるが，それ以上にこの点は特に重要である。社会保障制度の充実度合い如何で
は消費税率や租税負担率（感）に差が生じるからである。
第二点は社会保障のための財源を租税と社会保険料でどのように組み合わせるかもポイントであ
る。社会保険料の多くは賦課ベースが給与所得であり，勤労者世帯に負担を求めているからである。
この意味で，現在の社会保険料は所得税に近い。勤労者世帯だけでなく，高齢者世帯にも負担を求め
る消費税と所得税・社会保険料との関係をどのように考えるかも重要である。
第三点は現行の所得税制や消費税制が抱えている不公平な仕組みの是正に向けて引き続き取り組む
ことが求められる。具体的には，各種の所得を把握するための納税者番号制や益税問題を解決するた
めのインボイス制，の導入などである。
勿論，今後の抜本的な税制改革にあたっては公平，中立性，簡素化の観点から所得課税と消費課税
の比重をどのように考えるか，つまり租税構造のあり方を総合的かつ理論的に考察する必要がある。
しかし，租税論的にいかに精緻な税制であっても，納税者の理解が得られないのであれば絵に描いた
餅にすぎない。租税論を踏まえた税制の実効性を高めるためにも，給与所得者をはじめとした納税者
が考える公平感を伴った租税負担感とはどのような要因で形成されるのかについての研究が一層進展
することが期待される。
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A Study of Tax Reform on the Family
Income and Expenditure Survey
Masaki Hirano
According to “ANNUAL REPORT ON THE FAMILY INCOME AND EXPENDITURE SURVEY”
published by Ministry of Internal Affairs and Communications, Gini coefficient shows an upper trend slightly
recently, which means that personal income distribution has widened. Tax burden ratio including personal
income tax and consumption tax (value−added tax) seems to become flat even among income classes. This
means that income redistribution function has weakened.
The main reason is that domestic and overseas movement toward tax reform has a strong influence in 1980s.
In short, among tax principles such as “fairness (equity)”, “economic growth (neutrality)” and “simplicity”, tax
policy which emphasized particularly on the principle of economic growth has been taken. In other words, tax
policy which regards “vertical equity” as lower compared with economic growth has been taken, for common
sense of the uniform self perception of middle−class status prevailed in those days.
As a view of tax reform from now on, a sharper shaped pattern of marginal tax rates is desirable. Also, it will
be more important to take tax measures to abate a sense of tax burden.
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